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資料 ㈱北海道ネイチャーセンターの体験観光プログラム（2009年）  










」l■■■■■－   れていれば星空を見ることが出来る。   
カナディアンカヌー  
普段経験の無い視線から鳥の声，湖面に映る四季折々の  
春から秋  木々や草花などが見ることが出来る。  
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コースは条件に合わせて2コース用意。  
下る。同じコースを2回下る。  







好みに合わせて2コースを設定。   
出所：㈱北海道ネイチャーセンターホームページ http：／／www．netbeet．ne．jp／‾nature／index．html   










字を維持している特異な存在となっている。   
以下ではネイチャーセンターの成長過程と  
経営の特徴に着目し，ネイチャーセンター成  
長の原動力について考察したい。   
1．北海道ネイチャーセンターの概要  
（1）有限会社然別湖ネイチャーセンターの  







集客に大きな課題を抱えていた。   
一般的に集客を拡大するためには，駐車場  
や施設の充実・リニューアルや観光エリアの  

















● 代 表：坂本昌彦  
● 設 立：1990年9月1日（法人登記）  
2003年8月1日（社名変更）  
● 本 社：然別湖ネイチャーセンター  
〒081－0344  
北海道河東郡鹿追町然別湖畔  
TEL O1566－9L8181 FAXO1566－9－8008  
● 資本金：15，000，000円  
● 従業員：正スタッフ（平成17年1月現在）  13名  
日本気球連盟 熱気球パイロット  
レスキュー3 レベル1  
（急流救助活動の国際的資格）  
日本赤十字社 一般講習受講  
ネイチャーゲーム指導員  
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（当時は許認可が下りず断念せざるを得なか  
った。   




ということである。   
バブル絶頂の1990年代に入ると，社長室と  
いう経営中枢にいた坂本氏は，会員権方式に  
よるリゾー ト開発が既に限界を迎えていると  









れであった。   
2．ネイチャーセンター設立当初の状況   
有限会社然別湖ネイチャーセンターを設立  




者へのアピールはあまり出来ていなかった。   
また残りの2名は帯広畜産大学で自然学を  










りした。   
しかしながら，活動当初はいばらの道の連  
続であった。   
まず，利用客がホテル宿泊の個人客に限ら   










（2）経営者坂本社長 ～大学生時代から深  







































































（2）外国人観光客の獲得によりさらなる成長   
今では然別湖で展開するネイチャーセンタ  
ーのアウトドア観光も浸透し，年間2万～3   
れ，設立から2，3年ほどは赤字続きであっ  












ドア観光に保険は今や必須である。   
しかし当初は体験観光が新しい事業領域で  
認知されていなかったため，引き受ける保険  
会社がなかった。   
坂本氏は学生時代のネットワークなどを探  
して保険会社の本社に乗り込み，ようやく保  















響を最小限に食いとどめることができた。   
3．ネイチャーセンターの成長期  
（1）修学旅行の受入を契機に顧客が増加   
「あと1年我慢して実績が出なければ事業  














































り，昨年度においては2月単月で異字を達成   
万人程度の利用者があり，そのうちの約1割  
が台湾人を中心とした外国人観光客が占める  





















っている。   
4．ネイチャーセンターの経営の特徴  
（1）ネイチャーセンターの売上と顧客数の  
推移   
北海道においては，現在，ニセコのラフテ  
ィングや釧路川のカヌーなど，今ではアウト  










があるといわれている。   
ネイチャーセンターにおいては，1990年の  
設立当初の顧客数は2000人足らずであった  
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得ないケースが多いと言われている。   


































ものと評価できよう。   
（2）北海道のアウトドア観光事業者の基本  
状況   
北海道ネイチャーセンターの売上と顧客数の推移  



























組を整理する必要がある。   
～北海道ではアウトドア観光メニューは夏季  
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十分に揃えるための投資も必要となる。  

























用できる仕組みを作る必要がある。   
以下これらの事項に関するネイチャーセン  
ターの取組についてまとめる。   
（D 通年での雇用を目指して  






た。   
活動フィールドである然別湖では，従前か  
ら冬場に氷結する湖の上でイベントが行われ  
ており．ネイチャーセンターではそれを進化   
























る。   
現在，ネイチャーセンターでは，アウトド  
アガイドによる収入が全体の約6割程度残り  
が委託事業や大学からの収入となっている。   












ズンを研修の時間にあて，長いスパンで人材   























































（勤 旅行代理店とのつながりの強化  




つながりが必要不可欠となる。   
ネイチャーセンターでは，活動の初期の段  
階から営業活動として旅行代理店ヘアウトド  


















加していった。   
現在ではJTBを中心に，日本旅行，近畿日  
本ツーリスト，JAL，ANAなど主要旅行代理   
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受入拡大にも大きく寄与することとなった。   
④ 福原グループ（アークスグループ）の強  




プからのサポートを受けている。   























いる。   
5．アウトドア業界全体の底上げのために  
（1）アウトドア観光を中核とした地域間連  














と考えられる。   
ネイチャーセンターでは，西十勝地区をモ  
デル地区とし平成13年度から14年度にかけ北   
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組んでいる。   
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2002年11月 鹿追自然ランド整備事業『東大  
雪森の村』企画デザイン  
2003年2月 北海道冬遊びシンポジウム企画  
運営  
2003年3月 北海道体験観光ミーティング企  
画運営（ニセコ開催）  
2003年4月 平成15年度『vISITJAPANキ  
ャンペーン』地方連携事業受託  
2003年8月 株式会社北海道ネイチャーセン  
ターに組織変更  
2003年8月 台湾の自然体験学校『統一OA  
O自然学校』と業務提携  
2003年9月 北海道アウトドア優良事業者登  
録  
2004年3月 環境調査業務委託（帯広開発建  
設部）  
2004年4月 平成16年度FvISITJAPANキ  
ャンペーン』地方連携事業受託  
2004年5月 営業所 登別温泉ネイチャーセ  
ンター設立  
2004年6月 ㈱ニセコリゾート観光協会 ア  
ドバイザー契約受託  
2005年2月 北海道体験観光ミーティング企  
画運営（釧路開催）  








ドの派遣や顧客の紹介などを行っている。   
北海道ネイチャーセンターでは，こうした  















世界初 F氷上露天風呂』完成  








1998年2月 ミニ独立国サミット主催  
1998年10月 スウェーデンユツカスヤルビの  
『アイスホテル』に社員を派遣  
製作協力  
1999年2月 シンポジウム『野生動物との共  
存』主催  
2000年  北十勝4町地域振興計画 モデ  
ルプランに指定  
2001年  北十勝4町地域振興計画 モデ  
ルプランに指定  
2002年  拓殖大学北海道短期大学 経営  
経済学科 講師派遣  
北海道アウトドア資格制度対応  
授業の提供  
2002年7月 北海道立上川高等学校  
北海道アウトドア資格制皮対応  
授業への協力 実習受け入れ  
2009年  「サービス産業生産性協議会」  
の第6回「ハイ・サービス日本  
300選」に選定   
現在に至る  
